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日本一挑戦プロジェクトについて

子ども・若者プロジェクト
～日本一生み育てやすい県への挑戦～

グリーン成長プロジェクト
～再造林率日本一への挑戦～

スポーツ観光プロジェクト
～スポーツ環境日本一への挑戦～

【取組の柱と方向性】
１.出逢い・結婚の希望を叶える

出逢い・結婚支援の充実・強化

２.子どもがほしい人の希望を叶える
第２子以降の希望を後押しする施策等の展開

３.安心して子育てできる教育環境をつくる
様々な環境の子どもを支え、
夢や希望を後押しする教育環境の整備

【取組の柱と方向性】
１.循環型林業の推進

産学官・県民が一丸となった再造林に係る
“宮崎モデル”の構築

２.循環型農水産業の推進
地域資源を最大限活用する宮崎らしい
取組の構築

３.脱炭素化による成長の実現
各産業部門の脱炭素経営の推進

【取組の柱と方向性】
１.世界レベルのキャンプ･大会の戦略的な誘致

競技別部会、ワンストップ窓口等による
誘致・受入体制の強化

２.戦略的・計画的なハード整備
スポーツ施設整備計画による施設の高質化

３.県内全域のスポーツ環境の充実
（全県化・通年化・多種目化）
県・市町村のネットワーク強化

【主な取組状況】
〇結婚支援コンシェルジュ２名を配置

（市町村担当、企業担当）
〇男性の育休取得に取り組む企業等の支援
〇県教育支援センター「コネクト」の設置

【主な指標の進捗状況】
〇合計特殊出生率

PJ前(R4):1.63 ⇒ 目標:1.8台
現況(R5):1.49（全国第2位）

○婚姻数
PJ前(R4):3,805組 ⇒ 目標:4,500組
現況(R5):3,592組

○県内高校生留学生数
PJ前(R元):88人 ⇒ 目標:400人
現況(R5):194人

【主な取組状況】
〇宮崎県再造林推進条例の公布・施行
〇全国初となる地域再造林推進ネットワーク

を県内８地域に設立
〇耕畜連携コンソーシアムを県内14地域に

構築

【主な指標の進捗状況】
〇再造林率

PJ前(H30~R2平均):73％ ⇒ 目標:90％以上
現況(R5):78％（全国第4位）

〇再造林推進ﾈｯﾄﾜｰｸ加入事業体数（累計）
PJ前:ー ⇒ 目標:400事業体
現況(R6):173事業体

〇粗飼料自給率
PJ前(R3):88％ ⇒ 目標:100％
現況(R5):86％

【主な取組状況】
〇キャンプ総合窓口「ひなたスポ－ツ観光

ステーション」の開設
〇キャンプ・大会等の競技別誘致部会の設立
〇「ツール･ド･九州2025」の本県開催誘致

【主な指標の進捗状況】
〇プロチームキャンプ数（野球･サッカー･ラグビー）

PJ前(R4):32チーム ⇒ 目標:43チーム
現況(R6):34チーム（全国順位:集計中）

〇春季キャンプ・合宿の経済効果
PJ前(R4):118億円 ⇒ 目標:150億円
現況(R5):107億円

〇観光入込客数
PJ前(R4):12,691千人回⇒ 目標:16,500千人回
現況(R5):13,574千人回

１ 取組の柱と方向性

２ 令和６年度の取組状況、主な指標の進捗

○ 近年の出生数は大幅な落ち込み。
全国上位の合計特殊出生率も大幅に低下。

○ 未婚化・晩婚化は進んでいるが、
婚姻のピーク年齢は20歳代後半。
若い世代の婚姻数の回復が必要。

○ 従来から高かった
第２子以降の出生割合が低下。
結婚→出産→第２子以降につなげる
取組の強化が必要。

○ これまでの環境整備等の取組に加えて、
近年高まっている子育てに対する不安感
や負担感を軽減することが必要。

◎ 近年回復傾向にある本県の社会動態を
社会減ゼロまで改善するためには、
進学や就職等に伴う県外流出が著しい
若者・女性の定着を図ることが重要。

◎ 若者・女性が活躍できる環境を整え、
若い世代の結婚や出産、子育ての希望を
叶え、婚姻や出生の回復につなげる必要。

１出逢い・結婚の希望を叶える
・「ひなたの恋応援アンバサダー」による気運醸成
・結婚支援コンシェルジュによる企業等の取組促進
・結婚サポートセンターの体制強化
○結婚支援サービス利用への初期費用相当額の支援 など

２子どもがほしい人の希望を叶える
・男性育休の取得促進に取り組む企業等の支援
・市町村の実情に応じた少子化対策の支援
○第２子保育料（0～2歳児）の負担軽減
○放課後児童クラブの待機児童解消対策 など

３安心して子育てできる教育環境をつくる
・高校生の海外留学支援の拡充
・不登校支援拠点の設置やＳＣ・ＳＳＷ増員
○科学人財の育成、AI教材を活用した学力向上対策 など

取組の柱と主な取組－本県の強みを生かし、伸ばすために－

４若者･女性を重視した人口減少対策の強化
⇒魅力ある雇用の創出や

柔軟で多様な働き方の推進等を通じて、

若者・女性が生き生きと活躍できる
宮崎づくりを推進

自然減対策の更なる充実

社会減対策の強化

子ども・若者プロジェクトの新たな展開
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自然減･社会減対策の好循環創出

県内定着促進・人口減少抑制

◎みやざき女性の活躍推進会議の取組強化

○女性活躍促進に向けたアウトリーチ支援

○男女共同参画センターによる相談・啓発 など

◎若者のＵＩＪターン就職支援

◎非正規労働者等の
正規雇用への転換支援

◎若者・女性等のキャリア形成、
スキルアップ、起業支援

◎女性就業支援センターの体制強化

◎中高生が県内企業の魅力に触れる
機会の拡大 など

３ 若者・女性のチャレンジ応援

◎女性にやさしい職場環境づくりに
取り組む企業の支援（ソフト・ハード）

○働き方改革、業務効率化の支援 など

２ 柔軟で多様な働き方ができる企業の拡大

少子化･人口減少の
急加速

若者・女性の
顕著な県外流出

自然減対策の更なる充実

社会減対策の強化

１ 県内定着・活躍促進の機運醸成

○若者･女性が生き生きと活躍できる

環境づくり

○ＵＩＪターンの更なる促進

若者･女性を重視した人口減少対策の強化

子ども・若者プロジェクトの新たな展開－若者・女性を重視した人口減少対策の強化－

❶ 社会動態（前年10月1日から当年9月30日まで）

ＰＪ前（令和４年）▲1,072人 ⇒ 現況（令和６年）▲110人 ⇒ 令和８年 ０人主なＫＰＩ
（成果指標） ❷ 県内企業の管理職（係長相当職以上）の女性割合

ＰＪ前（令和４年度）23.2％ ⇒ 現況（令和５年度）24.3％ ⇒ 令和８年度 30.0％

ひなたで
見つけた、
わたし

らしさ。

「子ども・若者」
プロジェクト

主な関連事業 ～自然減対策～

0事業
0,000百万円〈参考〉子ども・若者プロジェクト ～日本一生み育てやすい県への挑戦～

朱書き・網掛け…７年度からの新たな取組、改善する取組
「◎」…日本一挑戦ＰＪ推進基金を財源とする取組（他財源と併せて構成する取組を含む）
「・」…その他一般財源、国庫、宮崎再生基金等を財源とする取組
（※）…上記の事業数、予算額の外数となる取組

７年度当初 49事業
2,320百万円

１　出逢い・結婚支援の充実・強化

◎結婚へのポジティブイメージや社会機運の醸成 ・「ひなたの出逢い・子育て応援運動」の推進

　蛙亭イワクラ氏「ひなたの恋 応援アンバサダー」委嘱、メディア戦略の強化 　出逢い・子育てを応援する機運醸成、ライフステージに応じた支援

◎結婚支援コンシェルジュによる市町村・企業との連携強化 ・みやざき結婚サポートセンターの運営（※）

　みやざき結婚サポートセンター内に２名配置（市町村担当、企業担当） 　１対１の出逢いのサポート

◎結婚支援サービス利用への初期費用相当額の支援

　民間のマッチングアプリや結婚相談所の利用料補助

◎県内と県外の独身者をつなぐ婚活イベント

　カーフェリー等を活用した婚活ツアーの開催

２　第２子以降の希望を後押しする施策等の展開

・市町村と連携した第２子保育料（０～２歳児）の負担軽減 ◎病児保育の利用促進

　現行の利用者1/2負担を１/４負担へ軽減 　予約システムの導入補助、施設の利用料助成

◎放課後児童クラブの待機児童解消 ◎男性の育児休業取得、家事参加の促進

　放課後のこどもの居場所確保支援、保育人材の確保強化 　男性の育児休業取得奨励金、企業連携型子育て応援イベント、パパ向けワークショップ

・不妊検査・治療、妊産婦健診の経済負担軽減 ◎市町村の実情に応じた少子化対策の支援

　不妊検査・治療費助成、妊産婦健診の交通費助成 　少子化要因見える化ツールの作成、地域の実情に応じた市町村の少子化対策の支援

・産後ケアの推進 ・プレコンセプションケアの支援推進

　出産による退院直後の母子に対する心身のケアや育児サポートを推進 　若者向け性・妊娠の健康教育、相談センターの運営

３　様々な環境の子どもを支え、夢や希望を後押しする教育環境の整備

◎高校生の海外留学支援 ・帰国・外国人児童生徒の学習環境充実

　留学体験（アメリカ、アジア）、ファームステイ（オセアニア）等 　日本語教育指導教員・日本語教育サポーター等の配置

◎小中高の教育段階ごとの科学人財の育成 ・キャリア教育の充実（※）

　科学技術に触れるイベント開催、最先端の研究機関や大学等への派遣 　コーディネーター配置による地域・産業界との連携、教育プログラムの推進等

◎AI教材を活用した児童生徒の学力向上 ・県立図書館の電子図書館サービス（※）

　コンピュータ上でのテスト(CBT)やデジタルドリルの導入 　図鑑・事典・読み物等の電子書籍提供、宮崎の映像資料のデジタル化

◎不登校等支援の強化

　県教育支援センター「コネクト」の設置、全公立学校へのＳＣ・ＳＳＷ等配置・派遣

70百万円 31百万円

14百万円 42百万円

24百万円

11百万円

207百万円 16百万円

33百万円 40百万円

172百万円 20百万円

14百万円 17百万円

72百万円 28百万円

288百万円

32百万円 14百万円

31百万円 30百万円

７年度当初 28事業
1,310百万円
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〈参考〉子ども・若者プロジェクト ～日本一生み育てやすい県への挑戦～

主な関連事業 ～社会減対策～
朱書き・網掛け…７年度からの新たな取組、改善する取組
「◎」…日本一挑戦ＰＪ推進基金を財源とする取組（他財源と併せて構成する取組を含む）
「・」…その他一般財源、国庫、宮崎再生基金等を財源とする取組
（※）…上記の事業数、予算額の外数となる取組

４－１　若者・女性の県内定着・活躍促進に向けた機運醸成

・女性活躍・男女共同参画の機運醸成（みやざき女性の活躍推進会議の取組強化） ・男女共同参画社会づくりの推進

　県民・企業向けシンポジウム開催、ＨＰリニューアルによる発信強化（優良事例等） 　男女共同参画センターによる相談支援、講座開催等

　受講対象に応じた研修プログラムの充実（経営者・管理職・女性リーダー） ・女性活躍促進に向けたアウトリーチ支援

　メンター・アドバイザー派遣、ひむかWOMANサイト

４－２　柔軟で多様な働き方ができる企業の拡大

◎女性にやさしい職場環境づくりに取り組む企業への支援 ◎働きやすい職場環境づくり・働き方改革の推進

　女性活躍に関する取組（積極採用、管理職登用、多様な働き方等）への奨励金 　 「仕事と生活の両立応援宣言」、「ひなたの極」、育児休業から職場復帰への奨励金

　女性が働きやすい環境整備（トイレ、更衣室、防犯カメラ等）への補助金 ・デジタル技術等による業務効率化の支援（※）

　デジタル技術等の導入・ＤＸに取り組む事業者への補助

４－３　働いている/これから働く若者・女性のチャレンジを応援

・若者のＵＩＪターン就職支援 ・都市部からの移住促進支援

　給付金の支給（29歳以下の三大都市圏等在住、＠３０万円/人）　 　移住支援金の支給 [国制度分]東京２３区 / [県独自分]三大都市圏等

　就職活動費用（宿泊・交通費）の補助⇒拡充：引越し費用も対象

・非正規労働者等の正規雇用への転換支援 ・県外大学生等のＵＩＪターン就職支援

　スキルアップ講座、企業見学、合同企業説明会等によるマッチング支援 　県外大学等と連携した学生への就職情報の提供や相談対応等

　みやざき若者サポートステーションのサテライトに支援員を配置、アウトリーチ支援 　宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンターにおける無料職業紹介

・中高生が県内企業の魅力に触れる機会の拡大 ・若者・女性の県内就職・定着の促進

　中学生の産業教育・職業体験機会を充実 　官民連携による奨学金の返還支援（拡充：年度途中採用者も対象）

　工業系高校の企業見学・デュアル教育システムの強化 　学生向け就職説明会、業界研究イベント、転職者向けキャリアカウンセリング、セミナー等

◎若者・女性等のキャリア形成・スキルアップ支援 ・女性就業支援の体制強化

　若者・女性の活躍につながるデジタル関連資格等の取得支援(建設産業) 　みやざき女性就業支援センター相談員・求人開拓員の増員による体制強化

　働く女性のキャリア形成・スキルアップ等に向けたテーマ別プログラム等（※）

　育児による離職者等向けＩＴスキル講座、託児サービス付インターンシップ等（※）

◎若者・女性等の起業チャレンジ支援 ・若者・女性等にとって魅力的な企業の誘致促進

　若者・女性に特化したビジネスプランコンテスト、受賞者への起業経費補助等 　若者・女性が求める就職先を意識した企業開拓の強化等

10百万円

 ４０百万円

３０百万円

95百万円

7百万円

247百万円

94百万円 49百万円

２６百万円 ８百万円

120百万円 ３５９百万円

１３百万円 ５8百万円

78百万円 71百万円

女性等

新卒等

非正規等

中高生

女性等

新卒等

非正規等

中高生

７年度当初 21事業
1,010百万円

７年度当初 49事業
2,320百万円

〈参考〉グリーン成長プロジェクト ～再造林率日本一への挑戦～

主な関連事業

７年度当初35事業
1,574百万円

朱書き・網掛け…７年度からの新たな取組、改善する取組
「◎」…日本一挑戦ＰＪ推進基金を財源とする取組（他財源と併せて構成する取組を含む）
「・」…その他一般財源、国庫、宮崎再生基金等を財源とする取組
（※）…上記の事業数、予算額の外数となる取組

１　産学官・県民が一丸となった再造林に係る“宮崎モデル”の構築

◎造林適地における再造林支援の大幅な強化 ・再造林支援（※）

　造林適地での補助率嵩上げ 68%+「県11%+市町村11%」 　森林整備に要する経費に対する補助

◎植栽未済地の解消による再造林の加速化 ◎林業の採算性向上

　再造林につながる灌木等の除去を支援 　Ｊ－クレジット制度周知・認証支援、ドローン資格取得支援、コンテナ苗生産者の育成

◎再造林推進の連携体制構築、県民意識の向上 ・県産材の需要拡大

　地域再造林推進ネットワークの活動支援、森林所有者等への普及啓発等 　非住宅木造建築物の建築支援、県産木材の魅力展示スペースの設置等

◎相続等に関する森林所有者向け相談体制の充実 ・適切な森林経営の推進に向けた市町村支援（※）

　相談会の開催、地域再造林推進ネットワークの相談体制の強化 　みやざき森林経営管理支援センターの運営、地域林政アドバイザーの育成

◎再造林の担い手・事業体の確保・待遇改善 ・林業事業体の担い手確保や人材育成

　新たな造林事業の開始・拡大支援、専門家の派遣 　林業大学校の運営、林業従事者のキャリアアップ支援等

２　地域資源を最大限活用する宮崎らしい循環型農水産業モデルの構築

◎耕畜連携による地域資源＜飼料用米・稲わら・堆肥等＞利用拡大の加速化 ・Ｇ７「宮崎アクション」実現に向けた官民連携の地域資源活用プロジェクト

　地域コンソーシアムの機能強化、施設整備支援、人材確保等 　生産者や事業者等からなるプラットフォーム構築、プロジェクト事前調査・事業性評価

◎有機農業など環境負荷を低減する農業の拡大加速化 ・化石燃料や海外資源等に過度に依存しない施設園芸の実現（※）

　新技術の実証・普及、指導人材の育成、有機農業の産地づくり・販路拡大等支援 　民間企業等と連携した新技術実証、施設整備支援

◎スマート化・グリーン化による生産性向上 ・農水産業の担い手確保や人材育成（※）

　機械導入支援、技術実証、Ｊ－クレジット〈農業〉のモデル創出 　新規就農者への経営支援、お試し就農支援等

◎藻場造成による生産力向上とブルーカーボンの創出  ・養殖業のグリーン化促進

　漁港における藻場造成、フォローアップ調査、ガイドライン作成 　環境負荷の少ない人工種苗・飼料への転換、藻類の養殖導入支援等

３　各産業部門の脱炭素経営の推進

◎脱炭素経営への理解促進、普及啓発 ・事業者向け脱炭素化の啓発（※）

　セミナー開催、排出量の見える化への支援 　再エネ・省エネセミナーの開催、優良事業者の表彰

◎産業部門＜主に製造業＞における優良事例の創出 ・物流部門の脱炭素化促進（※）

　産業振興機構による伴走支援、脱炭素技術検証への支援等 　モーダルシフト推進、輸送業務の自動化・機械化支援等

・住宅・事業所の脱炭素化支援 ・脱炭素に係る中小企業融資制度（※）

　太陽光パネル、蓄電池などの導入支援 　ゼロカーボン応援貸付金

１55百万円 ３5百万円

40百万円 ９５８百万円

224百万円  67百万円

７２百万円 11百万円

　25百万円  3百万円

24百万円  107百万円

3百万円 ２７百万円

　3３百万円  1４２百万円

58百万円 4７百万円

400百万円  2,183百万円

２0百万円 ３０百万円

34百万円 98百万円
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〈参考〉スポーツ観光プロジェクト ～スポーツ環境日本一への挑戦～

主な関連事業

７年度当初14事業
3,712百万円

朱書き・網掛け…７年度からの新たな取組、改善する取組
「◎」…日本一挑戦ＰＪ推進基金を財源とする取組（他財源と併せて構成する取組を含む）
「・」…その他一般財源、国庫、宮崎再生基金等を財源とする取組
（※）…上記の事業数、予算額の外数となる取組

１　世界レベルのキャンプ・大会の戦略的誘致

・スポーツキャンプに関する相談体制の強化 ・キャンプ・大会等を実施するチーム等への支援

　総合相談窓口「ひなたスポーツ観光ステーション」設置、競技別誘致部会の設置 　サッカー春季キャンプ強化試合開催支援、トレセン利用プロチームの移動支援

・大規模スポーツイベント・大会等の戦略的誘致に向けた体制強化 　球春みやざきベースボールゲームズ開催支援（※）

　国内外代表合宿の受入支援強化、誘致コーディネーターの配置等

◎国際自転車ロードレース「ツール・ド・九州2025」大会の開催 ・誘致セールスの実施（※）

　２０２５大会の開催、大会の事前周知や当日イベント等 　大学等へのセールス・セミナー、キーマンを招請した受入環境のＰＲ等

◎男女の国際テニス大会の誘致

　男子「ＡＴＰチャレンジャー大会」、女子「ＩＴＦ国際大会」

◎大規模なキャンプ・大会に備えた誘客・交通対策

　開催期間中のライドシェア導入、交通輸送対策･盛り上げ対策

２　戦略的・計画的なハード整備

◎県総合運動公園のスポーツ施設改修 ・屋外型トレーニングセンターの管理運営（※）

　ひむか球場の両翼拡張など、プロチーム・アスリートに対応した施設の高質化

・県総合運動公園テニスコートの改修 ・木崎浜サーフィンセンターの管理運営（※）

　国際水準のテニスコートへの改修、管理棟の再整備等

・木の花ドームの改修（※）

　芝の高質化、基礎となる土壌の改良等

◎屋外型トレーニングセンターの機能強化

　観客席･アスリート休息施設（東屋）の設置、駐車場の改良等

３　県内全域のスポーツ環境の充実

・全県化に向けたスポーツ施設・合宿所の整備支援 ・スポーツツーリズムの推進　　　

　市町村による施設整備・資機材導入、スポーツ合宿所等整備支援 　ゴルフやサーフィン、サイクリングなどのスポーツを生かした誘客促進

◎キャンプ・合宿に向けた既存宿泊施設の充実 ・宮崎の強み（スポーツ等）を生かした誘客（※）

　窓口自動化等の生産性向上、サービス向上支援 　キャンプ・合宿会場から県内周遊促進、観光情報発信

－
(6年度完了)

108百万円

　1２6百万円 ３３百万円

130百万円 124百万円

33百万円

３か年総額
1,935百万円

53百万円

３か年総額
3,２２３百万円

２百万円

11百万円

66百万円

81百万円 89百万円

5百万円

25百万円
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主な取組

県と市町村の人事交流等について
総務部

【市町村職員の実務研修制度】

市町村職員の資質の向上や市町村と県の連携強化等の観点から本制度を積極的に推進しており、毎年各市
町村から多数の実務研修職員を受け入れている。
○ 実務研修職員の受入状況

○ 実務研修の内容
配属された所属の各担当業務に従事いただくほか、県庁各課職員等が講師となり、県の重要施策等に

関する講義や意見交換等の特別研修を実施している。

S37年度からの累計R6年度R5年度R4年度R3年度R2年度

568９81076市町村課

3171111101211市町村課以外

8852019201917計

※市町村課以外の配属先（R6年度）

総合政策課１名、医療政策課１名、

中央福祉こどもセンター２名、

企業立地課２名、

スポーツランド推進課１名、

担い手農地対策課１名、

東京事務所２名、大阪事務所１名

【市町村との人事交流】
○ 県と市町村職員との相互交流（原則２年間）の状況

※ 令和７年度内訳：宮崎市３、都城市２、日南市・小林市・日向市・串間市・三股町・高原町・綾町・諸塚村各１

○ その他の交流の状況
県から市町村へ 西臼杵広域行政事務組合（公立病院経営）１名、医師（自治医科大）13名
市町村から県へ 消防防災関係（消防保安課、防災救急航空センター、消防学校） 12名

下水道関係（都市計画課） １名

R7R6R5R4R3R2R元H30H29H28H27年度

１０１１９８１３１１１３１２１２１０１０市町村数

１３１５１３１４１８１５１７１５１５１５１３職員数

主な取組

県と市町村の人事交流等について

【個人住民税の徴収に係る併任人事交流等について】

個人住民税の徴収対策の一環として開始した制度で、県と市町村の徴収担当職員の併任人事交流によ
り、個人住民税をはじめとする地方税の収入確保と職員相互の徴収技術の向上を目的としている。

○ 県と市町村の併任人事交流の状況

○ 市町村税徴収担当職員の研修について
県税及び市町村税の徴収担当職員を対象に経験年数に応じた各種研修を設定し、人材育成及び職員間

の交流の促進を図っている。

市町村にお願いしたいこと

１ 県と市町村との相互理解、連携強化及び職員の資質向上を目的とした職員の人事交流や、市町村職員
の実務研修制度への職員派遣の継続

２ 個人住民税をはじめとする地方税の収入確保と職員相互の徴収技術の向上を目的とした、個人住民税
の徴収に係る併任人事交流の継続
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令和７年３月に「南海トラフ地震における応急対策職員派遣制度アクションプラン」（総務省）が策定さ
れたことから、今後、広域の応援・受援体制（九州各県・県内市町村）の構築に向けた取組が本格化する。

目的

○南海トラフ地震ＡＰ

(1) 応援編成計画
・重点受援県（南海トラフ地震発生時に主として応援を受ける県）：宮崎県
・即時応援県（被災県からの要請を待たずにプッシュ型で支援）：長崎県（本県の応援県）

(2) 支援対象業務
①災害マネジメント、②避難所運営業務、住家認定調査・罹災証明書交付業務 等

(3) 重点受援県と即時応援県の平時からの取組
・定期的な意見交換、研修、訓練、勉強会等の実施（「南海トラフ地震現地調整会議準備会」設置）
・重点受援県内の現地視察（県庁、管内市町村役場、指定避難所､主要道路等）
・重点受援県の県庁から管内市町村への進出経路、交通手段等の検討

(4) 重点受援県における平時からの取組
・管内市町村との定期的な意見交換、研修、訓練、勉強会等の実施
・重点受援県及び管内市町村における受援体制の構築（受援計画の見直し、改善等）
・応援職員、ボランティア等の活動拠点や宿泊拠点の把握､リスト化及び即時応援県への共有
・地域ＧＡＤＭ（災害マネジメント総括支援員）の育成及び登録促進 等

概要

南海トラフ地震等大規模災害への対応強化
危機管理局

【様式１】

【別紙】

資料１
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資料１

南海トラフ地震における応急対策職員派遣制度アクションプラン 第６ 実効性確保のための取組

１ 重点受援県と即時応援道県等との間における平時からの取組
・ 「南海トラフ地震現地調整会議準備会」の開催による定期的な意見交換、研修、訓練、勉
強会等の実施。
・ 支援対象業務の確認（避難所運営、罹災証明関係以外）、オンラインによる遠隔支援の
検討、実証等。
・ 重点受援県及び即時応援道県等がそれぞれあらかじめ用意しておくべき装備、物資等の検
討。
・ 被災地域ブロック幹事都道府県との役割分担。
・ 重点受援県内の現地視察（県庁、管内市区町村の役場、指定避難所、公共施設、主
要道路等）。
・ 重点受援県の県庁から管内市区町村への進出経路、交通手段等の検討。 等

２ 重点受援県における平時からの取組
・ 管内市区町村との定期的な意見交換、研修、訓練、勉強会等の実施。
・ 重点受援県及び管内市区町村における受援体制の構築（南海トラフ地震アクションプラン
を踏まえた受援計画の見直し、改善等）。
・ 応援職員、ボランティア、事業者等の活動拠点や宿泊拠点となり得る県内の公共施設、ホ
テル、民宿等の把握、リスト化及び即時応援道県等への共有。
・ 地域ＧＡＤＭ等の育成及び登録の促進。
・ 被害想定に基づく管内市区町村の応援ニーズの推計、即時応援道県等への共有等。
・ 県内応援の可能性の検討。
・ 管内市区町村が締結している個別の災害時相互応援協定等の把握及び発災時における
応援元の市区町村の対応方針の確認。 等

３ 即時応援道県等における平時からの取組
・ 管内市区町村との定期的な意見交換、研修、訓練、勉強会等の実施。
・ 応援体制の構築（南海トラフ地震アクションプランを踏まえた応援計画の見直し、改善等）。
・ 重点受援県に派遣する総括支援チーム及び情報連絡員の事前のリスト化（優先順位付
け）。
・ ＧＡＤＭ（管内市区町村の職員含む）の育成及び登録の促進。
・ 即時応援道県等から重点受援県への進出経路の確認。
・ 管内市区町村が締結している個別の災害時応援協定の把握及び発災時における管内市
区町村の対応方針の確認。 等

本アクションプランの実効性確保のための取組（例示） 応援体制及び受援体制に関する補足
＜応援体制の構築において検討すべきことの例＞
・ 応急期に派遣可能な職員数の検討（例えば、即時応援道県等の職
員数の一定割合を目安とする等）。
・ 先遣隊（総括支援チーム）、応援班（総括支援チーム・対口支援
チーム）、後方支援班、統括班等各班の編成構築。
・ 防災・危機管理担当部署以外の部署からの動員に関する合意形成、
周知等。
・ 応援マニュアルの策定等。

＜受援体制の構築において検討すべきことの例（主に重点受援県内市区
町村）＞
・ 庁内全体の受援担当の指定。
・ 災害対応業務の洗い出し、優先順位の検討及び受援対象業務の整理。
・ 各業務のマニュアル化、各業務の受援担当者の指定。
・ 民間（ボランティア、NPO法人、物流事業者等）との関係構築、業務
委託等に関する協定締結等。
・ 応援職員派遣職員、ボランティア、事業者等の活動拠点や宿泊拠点と
なり得る公共施設、ホテル、民宿等の把握、リスト化。

個別の災害時相互応援協定の把握、発災時の対応方針の確認
○ 本アクションプランは、個別の災害時相互応援協定等に基づく応援が存
在することを前提としているが、即時応援道県等の管内市区町村において、
個別の災害時相互応援協定等に基づき応援編成計画とは異なる地方公
共団体への応援が多数行われた場合、被災都道府県の間で応援体制に
著しい偏りが生じるおそれが高くなる。
○ したがって、重点受援県及び即時応援道県等いずれにおいても、管内
市区町村の個別の災害時相互応援協定等の締結状況及び南海トラフ
地震発災時の対応方針についてあらかじめ把握し、現地調整会議準備会
にも共有しておく必要がある。
○ その上で、即時応援道県等が、応援編成計画に定められている重点
受援県に対して派遣できる職員数が著しく少なくなるおそれが判明した場
合等には、事前に即時応援道県等と県内市区町村の間の調整を行うこと
が望ましい。

資料１
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市町村長による危機管理の要諦
危機管理局

○自然災害、国民保護事案等の危機事態における初動対応に関し、
市町村長自身が頭に刻み込んでおくべき重要事項は次のとおりである。
１ 市町村長の責任・心構え
（１）危機管理においては、トップである市町村長が全責任を負う覚悟をもって陣頭指揮を執る。
（２）最も重要なことは、次の５点である。

①駆けつける、②体制をつくる、③状況を把握する、④目標・対策について判断（意思決定）する、
⑤住民に呼び掛ける

（３）市町村長が最初に自ら判断すべき事項は、避難指示等の発令と緊急消防援助隊や自衛隊の応援に係る
都道府県への要求である。

（４）災害状況が正確に把握できない場合でも、最悪の事態を想定して判断し、行動する。
（５）緊急時に市町村長を補佐する危機管理担当幹部を確保・育成する。
（６）訓練でできないことは本番ではできない。訓練を侮らず、市町村長自ら訓練に参加し、危機管理能力
を身に付ける。

２ 市町村長の緊急参集
（１）危機事態が発生した場合（または発生が予想される場合）は、最悪の 事態を想定し、一刻も早く本庁
舎（災害対策本部設置予定場所）に駆け つける。

（２）市町村長は、災害等が予想される場合には即座に本庁舎に駆けつけることができるよう待機する。
（３）市町村長が即座に参集できない場合に備え、あらかじめ特別職の権限代行者（副市町村長等）を定め、
周知しておく。 災害等が特に予想されない平常時において、市町村長が市町村外へ離れる場合は権限
代行者を市町村内に所在させておくことが必要である。

（４）緊急時には、第一報を覚知した宿直等から、直接かつ迅速に、市町村長に情報が入る体制をあらか
じめ確立しておくとともに、市町村長は、 常に連絡を取れる体制をとっておく必要がある。

（５）市町村長が有効にリーダーシップを発揮できるよう、職員の初動体制 （宿日直体制・緊急参集体制）
をあらかじめ構築しておく。

－初動対応を中心として－（概要）

市町村長による危機管理の要諦

３ 災害時の応急体制の早期確立
（１）準備、体制構築が早すぎて非難されることはないので、躊躇せずに災害対策本部等を立ち上げる。
（２）声の出せない地域ほど最悪の事態が起きている可能性が高い。被害情報の取れない地域こそあらゆる
手段を用いて情報を取りにいく。

（３）最悪の事態を想定して、災害時の応急対応に従事する職員の安全管理に配慮する。

４ 避難指示等の的確な発令
（１）災害が発生する危険性が高い状況を地域の住民に直接伝達する最も有効な手段が避難指示等を発令す
ること。 避難指示等の発令は、住民の生命を守るための災害時における市町村長の最大の使命。

（２）特別警報などの生命に関わる気象情報の伝達や避難指示等の発令は、｢見逃し｣より｢空振り｣の方が良
く、昼夜を問わず、あらゆる手段を用いて住民へ伝達するとともに、要配慮者については昼間から早め
の避難準備行動を促す。

（３）平常時から、気象情報等に対応した避難指示等の発令基準を設定しておくことは、避難指示等のス
ムーズな発令をする上で欠かせない。

（４）避難指示等を発令した結果、被害が発生しなかったとしても、「空振りで良かった」と捉える住民意
識の醸成を促進すること。

５ 都道府県、消防機関、自衛隊等に対する応援要請
（１）まず、都道府県、消防機関、自衛隊等へ一報する。
（２）都道府県、消防機関、自衛隊等のカウンターパートの連絡先を把握・ 登録する。
（３）平素から、関係機関のトップとの良好な関係を構築する。

６ マスコミ等を活用した住民への呼び掛け
（１）市町村長が自ら前面に出て会見を行い、住民へのメッセージ等を伝える。
（２）情報を包み隠さず、正確に公表する。
（３）時機を失せず、定期的に発表する。
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災害対策基本法改正により個別避難計画の策定が市町村の努力義務化（優先度の高い方を概ね5年程度で
作成）。今年で５年目であることから、策定の推進強化が必要。

目的

○策定状況（R7.4.1時点）

○県の取組（R7年度）
(1) 担当者会議、研修会の実施（人材育成）

・担当者会議を実施して、策定にあたる自治体担当者の練度向上を図る
(2) 未策定市町村に対する重点的なヒアリング及び支援

・県職員が未策定市町村に出向き、自治体担当者から現状や課題等をヒアリングし、策定に向けた
解決策等を助言

(3) 内閣府事業の積極的な活用
・未策定や計画策定に苦慮している市町村を対象に、他県の先進自治体職員を派遣する事業を活用し、

市町村の取組を支援（昨年度：２町で実施）
(4) 指定避難所の環境改善事業

・避難行動要支援者の避難先である指定避難所の生活環境を改善

概要

個別避難計画策定の推進強化
危機管理局

【様式１】

全部策定（３町村）

西米良村、諸塚村
美郷町

一部策定（19市町村）

宮崎市、都城市、延岡市、日南市、小林市
日向市、串間市、西都市、えびの市、三股町

綾町、高鍋町、新富町、木城町、川南町
門川町、椎葉村、日之影町、五ヶ瀬町

未策定（４町）

高原町、国富町
都農町、高千穂町

※ 策定状況（R７.4.1時点）：全国1,６８４団体が策定に着手、未策定が57団体（3.3％）。
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出 逢 い 結婚・妊娠・出産
子 育 て

就 学 前 就 学 後

新婚夫婦への家賃等
補助（30～60万円）

結婚サポート
センター

マッチングアプリ
利用料補助

ﾌｪﾘｰを活用した
婚活ツアー開催

出産・子育て応援
交付金（10万円）

出産費用補助
（50万円）

男性育休を推進する企業への奨励金（最大100万円）

子育て世帯への各種割引・特典（子育て応援カード）

働きやすい職場「ひなたの極」認証制度、仕事と生活の両立応援宣言

児童手当（１～３万円／月）

高校就学・
奨学支援

保育料の負担軽減

放課後のこどもの
居場所の充実

一時預かり
延長保育の充実

プレコンセプションケア（性や健康の相談・啓発）

不妊検査・
治療補助

妊婦健診
通院補助

医療費補助・負担（こども・ひとり親・重度障がい児）

病児・病後児保育環境の整備

待機児童
解消へ

医療的ケアが必要な児童の短期入所の充実

「出
逢
い
～
子
育
て
」環
境
整
備

保
健
・医
療
体
制
整
備

「ひなたの出逢い・子育て応援運動」による気運醸成

不登校対策
（ｺﾈｸﾄ運営）

第２子保育料
1/2以内 ⇒ 
1/4以内

出
逢
い
の
場
の

更
な
る
創
出

応援アンバサダーによる
出逢い ・ 結婚 に対する
ポジティブイメージ発信

◎施策の体系（出逢い・結婚・子育て関係） 福祉保健部

県・市町村一丸となって、子ども・若者政策の好循環を創出することで、日本一生み育てやすい県を実現
し、人口減少の抑制を図る。

本プロジェクトの目的

新たに連携や活用をお願いしたい事項

子ども・若者プロジェクトの推進について
福祉保健部

○ 子育て世帯における保育料の負担軽減
・ 市町村と連携し、第２子保育料の利用者負担を現行の１／２から１／４へ軽減
・ 事業初年度となる令和７年度は、保育料算定月である９月から開始
・ 市町村への補助率 １／２以内

○ 放課後児童クラブの待機児童解消対策
・ 待機児童の解消を加速化するため、市町村に対し、放課後児童ｸﾗﾌﾞの広域化

のための送迎費用（燃料費、車両ﾘｰｽ料等）や、国が定める放課後児童ｸﾗﾌﾞの
要件に満たない「こどもの居場所」の運営費を支援

・ 市町村への補助率 １／２以内

○ 保育士等の確保対策
・ 保育士等の確保のため、保育士・保育所支援ｾﾝﾀｰの機能と体制を強化（R7.4.1～）

→人員体制：１名 → ４名（ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄや保育士実務経験を有するｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ２名を含む）
支援対象施設の拡充（放課後児童ｸﾗﾌﾞを新たな対象に）
県内外の指定養成施設との連携や情報共有を推進
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目的

グリーン成長プロジェクトにおける再造林の推進について
環境森林部

再造林率日本一に向けて、産学官と県民が一丸となって再造林に取り組む「宮崎モデル」を構築するため、
市町村や森林組合、林業事業体等との連携による「再造林支援の強化」や「推進体制の整備」を進める。

○ 宮崎県再造林推進条例の制定、決起大会の開催
○ 地域再造林推進ネットワークの設立（８地域）
○ テレビCMや新聞広告等による再造林の意識醸成
○ 省力・低コスト再造林に対する嵩上げ補助
○ 担い手・事業体確保、県産材需要拡大等の取組

① 再造林の推進に向けた
意識醸成と支援体制の充実
・相続等に係る相談会の開催、
植栽未済地における灌木等の除去支援等

③ 林業採算性の向上を図る
新技術等の実装
・コンテナ苗の生産施設整備や
生産経費の支援等

② 再造林を支える担い手・事業体の確保
・林業大学校における人材の育成、
安全巡回指導や伐木技能向上研修の開催等

④ 循環型林業に不可欠な
県産材需要の拡大
・県産材のＰＲ拠点設置の支援等

プロジェクト前

７３％

目標
９０％
以上

令和６年度の主な取組

令和７年度の新たな取組 （改善含む）

市町村に連携や協力をお願いしたい事項

【別紙】

【再造林の嵩上げ補助の継続支援】
・ 再造林を推進するための県と連携した嵩上げ補助の継続

【公共建築物等における地域材（県産材）の活用】
・ 市町村における木材利用促進基本方針に基づく、公共建築物等への積
極的な木材利用

【地域再造林推進ネットワーク関係】
・ 伐採届受理時における、地域再造林推進ネットワークの紹介やネットワ
ークへの情報提供に係る説明、再造林に係る事業の説明（チラシ等の配布）

・ 地域再造林推進ネットワークへの積極的な関与（情報共有等）

【再造林を支える担い手・事業体の確保関係】
・ みやざき林業大学校への入講や林業への就業希望者の情報提供
・ 林業事業体への補助事業や認定制度等の情報発信
・ 就業相談会等への協力（参加又はＰＲブースの設置等）

再造林推進リーフレット
公共建築物における木材使用例

日向市庁舎 小林市議場 都城市立図書館
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取組の柱

○スポーツ施設整備計画による
施設の高質化
・ひむかスタジアムのプロ仕様化
（両翼拡張等）

・屋外型トレセンの機能充実化
（観客席、東屋等設置）

○ 競技別誘致部会の設置
・テニス････男女ﾅｼｮﾅﾙﾁｰﾑ(日本)合宿
・ラグビー･･国際試合(テストマッチ)

○「ひなスポステーション」（ひな
たスポーツ観光ステーション）の
設置

○ 市町村とのネットワーク強化
や支援
・県内全域におけるスポーツ
ツーリズムの環境整備

・全県下での宿泊施設（合宿所
等）の整備促進

２ 戦略的・計画的なハード整備１ 世界レベルのキャンプ・大会の
戦略的な誘致、受入体制の強化

３ 県内全域のスポーツ環境の充実
（全県化・通年化・多種目化）

目標を実現するための主な取組

スポーツ環境日本一への挑戦！
～スポーツ環境の充実により、地域経済の活性化、観光振興などの好循環を創出～

【指標】
○ プロチームのキャンプ数（野球、サッカー、ラグビー） 全国２位 ⇒ 全国１位（令和８年度） ※Ｒ６年度：34チーム（Ｒ５：31チーム）
○ 春季キャンプ・合宿の経済効果 118億円 (令和４年度)⇒ 150億円 （令和８年度） ※Ｒ６年度：集計中（Ｒ５：約107億円）
○ 国内外代表のキャンプ数 10チーム (令和４年度) ⇒ 20チーム（令和８年度） ※Ｒ６年度：8チーム（Ｒ５：7チーム）

目指す姿（目標）

スポーツ観光プロジェクト

○ スポーツランドみやざき
誘客推進事業（8,85１万円）

○ スポーツランドみやざき
全県展開事業（6,608万円）

○ スポーツキャンプ総合窓口等
設置事業（1,120万円）

○ 大規模合宿･キャンプ等
受入体制整備事業（3,294万円）

○ 国際テニス大会誘致事業（488万円）
○ ツール・ド九州開催事業（8,141万円）

○ 宮崎県総合運動公園
スポーツ施設改修事業（117,244万円）

○ プロ野球キャンプ環境
充実強化事業（1,470万円）

○ プロチームキャンプ受入環境
強化事業（1,061万円）

○ 屋外型トレーニングセンター
環境整備事業（10,800万円）

○ サーフランドみやざき
推進事業（190万円）

○ 市町村スポーツ施設等整備強化
事業（10,633万円）

○ みやざきスポーツツーリズム
強化事業（3,300万円）

○ スポーツツーリズムインバウンド強化事業
（1,046万円）
○ 市町村スポーツ展開支援事業
（2,000万円）

令和７年度当初予算 事業一覧

市町村との連携内容

【柱１】世界レベルのキャンプ・大会の戦略的な誘致、受入体制の強化

① 「スポーツランドみやざき全県展開事業（予算額６６,０８１千円）」から
● 本県のスポーツ施設のＰＲ（10月頃）

関東、関西の都市部で、旅行代理店やアスリート･エージェント、チーム関係者などを集め、アミノバイタル®ト
レーニングセンター宮崎をはじめ市町村所管のスポーツ施設を紹介

②「スポーツキャンプ総合窓口等設置事業（予算額１１,２０４千円）」から
● 競技別誘致部会の設置

国スポ・障スポに向けて整備する陸上競技場（都城市）、体育館（延岡市）、プール（宮崎市）、
テニスコート（宮崎市）を中心に、キャンプ・大会の誘致を図るため、競技別の誘致部会を設置
⇒現在、ラグビー、屋内系競技、水泳、テニスの部会を設置。今後、自転車など新たな部会の設置を検討

【柱３】県内全域のスポーツ環境の充実 （全県化・通年化・多種目化）

① 「市町村スポーツ施設等整備強化事業（予算額１０６,３３０千円）」から
● スポーツ施設・資機材整備事業（財政力指数に応じて補助率１／２・１／３、補助上限額１,０００万円）

「スポーツ観光」を推進する市町村が実施するスポーツ施設の施設整備や資機材の整備に対して支援

● スポーツ合宿等整備事業（補助率 直接補助１／２、間接補助１／３、補助上限額２，５００万円）

・ 民間宿泊施設が少ない市町村が実施する合宿所の整備、増床等の改良、民間宿泊業者への補助事業に対して支援
・ パラスポーツ誘致のため市町村が実施するＩPＣ等の国際基準の仕様に沿った合宿所の整備、客室等の改良、民
間宿泊業者への補助事業に対して支援

② 「市町村スポーツ展開支援事業（予算額２０,０００千円）」から
● 市町村スポーツ展開促進事業（財政力指数に応じて補助率１／２・１／３、補助上限額１,０００万円、２５０万円（調査事業の場合））

山間部など大規模なスポーツキャンプ・大会の受入が困難な市町村を対象に、トレッキングやカヌーをはじめ、
国スポ・障スポ大会で選定されたスポーツのキャンプ等受入拡大に必要な施設等の整備、スポーツツーリズムに
関する調査に対して支援
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野生イノシシにおける豚熱感染事例について

１ 概要と経過

・４月 ９日(水) 都城市において死亡野生イノシシが確認された旨、都城家畜保健衛生所へ通報あり
検体を持ち帰り、都城家畜保健衛生所で解剖を実施

・４月１０日(木) 宮崎家畜保健衛生所による豚熱ウイルスのＰＣＲ検査の結果、陽性を確認

・４月１１日(金) 県豚熱対策本部会議の開催
国に検体を送付し、豚熱野外株陽性を確認

・４月１２日(土) 養豚事業者等を参集した緊急防疫会議の開催
国の専門家による現地確認
（野生イノシシ生息状況確認等）

・４月１３日(日) 国へ県豚熱経口ワクチン野外散布実施計画の提出・承認

・４月１４日(月) 北・西諸県地域での豚熱経口ワクチン緊急散布説明会
（経口ワクチン散布地の選定、散布作業マニュアル等）

・４月１６日(水) 経口ワクチンの受入・１回目の散布開始
※４月１７日(木) 散布完了

農政水産部

（国の専門家による現地確認）

（経口ワクチン散布の様子）

(１) 捕獲の強化
ア ハンターマップへの感染確認区域（発見地点から半径10km）の落とし込み → ＨＰへ掲載
イ 捕獲に係る県猟友会への協力依頼

(２) 豚熱サーベイランスの強化
４月から７月までをサーベイランス強化月間と設定し、毎月60頭を目標として、捕獲された個

体及び死亡個体についてＰＣＲ検査を実施

(３) 捕獲イノシシのジビエ利用の制限
ア 県内すべてのジビエ処理施設へ情報提供
イ 感染確認区域から野生イノシシの搬入がある施設に対し、必要に応じた指導

(４) 豚熱経口ワクチンの緊急散布
ア ワクチン散布実施計画の策定
イ １回目の緊急散布（４／１６、４／１７）

（５) 消毒薬の配付
県全域での消毒体制強化の意識啓発のため、全農場に消毒薬（小）を配布

（６) 養豚生産者及び関係者に加え県民への啓発
テレビ、ラジオ、ＳＮＳ、ポスター掲示などを活用

■ 豚熱経口ワクチンの２回目の緊急散布（１回目の１ヶ月後）

２ これまでの対応状況

３ 今後の対応
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養豚農場の皆様へ

・ 野生動物の侵入防止対策（防護柵、防鳥ネット）の徹底

・ 農場入口での車両、人、物の消毒の徹底

・ 豚舎専用の衣服の着用、靴の履き替えと手指消毒

・ 豚導入時の隔離及び健康観察

・ 適時・適切なワクチン接種

・ 毎日の健康観察と少しでも異常を認めた場合の速やかな通報

次のことに御協力くださるようお願いします。

県民の皆様へ ～豚熱ウイルス侵入防止のお願い～

県民の皆様へ ～豚熱ウイルス拡散防止のお願い～

山へ立ち入る皆様へ

次のことに御協力くださるようお願いします。

・ 豚熱は豚やイノシシの病気であり、人には感染しません

・ 豚熱に感染した豚の肉が市場に出回ることはありません

・ 仮に豚熱に感染した豚の肉を食べても人体に影響はありません

人への影響について

・ 靴や衣類に付着した土は山で落とす

・ 残飯ごみを放置しない（イノシシを誘引するため）

・ 登山やキャンプで山林へ入る際は、登山道や自然歩道以外には立ち入らない

・ 死亡したイノシシを発見した場合は、市町村担当課または近隣の

西臼杵支庁・各農林振興局林務課に連絡する
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地域の農業の在り方や誰がどの農地を利用するのかを明らかにした「地域計画」は、令和７年3月末まで
に、791地区で策定。今後は、地域計画のブラッシュアップと計画の実現に向けた支援が重要

目的

概要

地域計画の実現に向けた取組について
農政水産部

ポイント① 計画のブラッシュアップ

【地域計画に盛り込まれる地域課題の例】

農地の
集積・集約
農地の
集積・集約 基盤整備基盤整備 新規就農者

確保・育成
新規就農者
確保・育成

地域外から
担い手呼び込み
地域外から
担い手呼び込み

高収益作物
の導入

高収益作物
の導入

鳥獣被害
対策

鳥獣被害
対策

• 地域の課題を明確化し、取組意欲のある地域を
「モデル地区」と設定し市町村等と連携しなが

ら計画実現に向け支援

代表する地域計画を対象に
モデル地区として重点支援

モデル地区以外へ
波及

モデル地区

重点

支援

モデル地区

ポイント② 計画実現に向けた支援

DBB
ADA
DDC

CA

BBＡA
BBＡＡ
DDCC
DDCC

担い手の農地が分散し、受け手
が決まっていない農地も多い

現行の目標地図

担い手毎に農地が集約され
受け手未定の農地がない

目標地図

• 策定したものの、将来の農地の受け手が決まって
いない農地も多い状況。

→ 継続した話し合いで農地利用を明確化！

担い手への集積・集約化を促進

新規就農受入農地の確保

所有者不明農地の解消 等

受け手
未定
農地

農地の
受け手

【別紙】

●農林水産省：81事業（ R6年度補正34事業、R7年度当初47事業）

●総務省 ：地方財政措置（農山漁村地域活性化事業）※地域計画のブラッシュアップに要する経費を措置

●県単独事業：15事業（R6年度補正４事業、R7年度当初11事業）

地域計画関連事業概要

補助率概要
予算額
（千円）

事業名

１／２、

１／３以内

主要品目の産出額増加のための施設・機械整備や栽培環境改善、

スマート化・グリーン化に対応した産地づくりのための調査・

実証を支援する。

18,023
①スマート&グリーンで目指す耕種

農業産出額UP事業

１／２、

１／３以内

化石燃料や輸入資源に過度に依存しない施設園芸経営への移行

や果樹・花きの生産力強化を図る。
34,508

②未来へ繋ぐ施設園芸スタイルシフト

推進事業

1／2、

1／3以内

大規模経営体の生産性向上と大規模経営体等が核となった分業

体制の推進により加工業務用野菜の発展を図る。
10,194

③加工・業務用野菜日本一産地確立

事業

定額、

１／３以内
水田の受け皿となる水田農業経営体の作業効率化・省力化を支

援し、水田農業経営体の規模拡大を図る。
8.504

④未来に繋げる水田農業経営体育成

事業

ー
農地の区画拡大を通じて集積・集約化を実現するため、基盤整

備のイメージ図を作成し地域に提供する。
2,500⑤基盤整備プランニング事業

１／2以内
(補助上限:

1,000千円)

農地の集積・集約化を促進するため、きめ細やかな基盤整備の

支援を行い、農地の高度化や農作業の効率化・省力化を図る。
10,339⑥農地集約化基盤整備事業

補助率定額、

１／２以内、

１／３以内

担い手が不足する地域において、就農体制を整備するとともに、

就農地の確保、初期投資抑制支援等を行う。
69,300

⑦新規就農者確保総合対策事業のうち

研修体制整備支援事業、

新規就農者誘致促進事業

【県単独R7年当初事業の例】
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土地の用途（宅地、森林、農地等）に関わらず、危険な盛土等を包括的に規制する「宅地造成及び特定盛
土等規制法」（以下「盛土規制法」という。）の運用を令和７年５月１日に開始します。

概要

法の概要

盛土規制法の運用開始について
環境森林部・農政水産部・県土整備部

①規制区域の指定
盛土等の崩落により人家等に被害を及ぼしうる区域とし

て県内ほぼ全域を規制区域に指定（令和7年5月1日指定）
②安全な盛土等の造成
令和7年5月1日以降に、規制区域内で新たに一定規模以

上の盛土等を行う場合は、知事（宮崎市内の盛土等は宮崎
市長）の許可が必要
③盛土等を安全に保つ責務
規制区域内の盛土等が行われた土地では、過去の盛土等

を含めて、土地所有者等が常時安全な状態に維持する必要
があり、原因行為者も是正措置等の命令の対象になりうる。
④実効性のある罰則
罰則が抑止力として十分機能するよう、無許可行為や命

令違反時に対する懲役刑や罰金刑の水準を強化

【市町村との連携】
・農地や林地など土地の改変が生じる行為において法の許可手続が必要となる場合がありますので、
住民への周知に引き続きご協力いただきますようお願いします。
・パトロール等で危険性の高い盛土等を把握された場合は、盛土対策課まで情報提供をお願いします。

【別紙】 宮崎県全域 規制区域図

宮崎市（中核市）
は宮崎市が指定
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２ 木造住宅の耐震化への支援スキーム

ダイレクトメール等の送付

アドバイザー派遣

耐 震 診 断

改修工事ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣

安全住宅住替え

耐 震 化 完 了

改修工事総合支援

目的

概要

木造住宅等耐震化支援事業について

令和６年度～令和８年度事業期間

県土整備部

旧耐震基準で建築された木造住宅の所有者等に対して、国・市町村と連携して耐震対策の支援を行う。
【宮崎県における住宅の耐震化率】 令和２年度 84.0％（実績） → 令和７年度 90％（目標）

１ 予算額 ３６，５３３千円

改修工事総合支援を実施する場合は必須

耐震診断前の相談等に専門家派遣

耐震診断費用を補助（最大13.6万円）

安価な改修工法等を提案する専門家を派遣

改修工事費用を補助（最大115万円） ← Ｒ７～引き上げ

安全な住宅に住み替える場合は除却費用等を補助

【市町村との連携】
住宅所有者へのダイレクトメールの送付や耐震診断・改修工事へ
の支援など、住宅の耐震化に向けた積極的な取組をお願いします。
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○小水力発電導入可能性調査
小水力発電の導入を検討する市町村等から調査依頼を受けて、
無償で現地調査を行い、経済性評価を実施します。

○小水力発電導入に関する技術的助言
次の項目について、技術的助言や情報提供を行います。
・小水力発電設備の計画、設計、工事、維持管理
・関係法令（電気事業法、河川法、ＦＩＴ法等）の手続
・一般送配電事業者の送電線や配電線への接続に係る進め方
・小水力関連補助事業や固定価格買取制度等に関すること

※ 平成16年度から令和６年度にかけて、71地点の調査を実施
しており、そのうち９地点が開発され発電を行っています。

目的

概要

市町村等の小水力発電導入支援について

平成16年度～事業期間

令和６年度小水力発電の技術支援事例。
西米良村村所地区鉱山谷川において、治
山ダムを活用した小水力発電の可能性調
査を実施しました。地域の既存インフラ
を活用した工事費低減の検討、流量測定、
発電型式や発電規模の選定、年間発電電
力量の計算など経済性の評価を行います。

企業局

エネルギーの脱炭素化に資するため、電気事業で培った経験やノウハウを活用し、市町村や土地改良区
などが取り組む小水力発電の導入に対する技術支援を行うもの

鉱山谷川地点小水力発電可能性調査
（西米良村）

かなやまだにがわ
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現状・課題

事業内容・スキーム

令和６年度～令和１０年度事業期間

教育委員会

全ての子どもたちの可能性を引き出す「個別最適な学び」と「協働的な学び」を実現するため、令和２
～３年度に「1人1台端末」と高速通信ネットワークを集中的に整備し、GIGAスクール構想を推進。本県に
おいても、各学校で活用が進んでおり、その効果が実感されつつある。
一方、1人1台端末の利活用が進むにつれて、故障端末の増加や、バッテリーの耐用年数が迫るなどしており、GIGAス

クール構想第２期を念頭に、今後、5年程度をかけて端末を計画的に更新するとともに、端末の故障時等においても子ども
たちの学びを止めない観点から予備機の整備も進める。

宮崎県公立学校情報機器整備基金を造成し、市町村の端末更新等を支援している。
新たに「宮崎県GIGAスクール構想推進協議会」を立ち上げ、端末等の共同調達を実施している。

【1人1台端末・補助単価等】
・補助基準額：5.5万円／台
・予備機：15％以内
・補助率：３分の２
※３分の１の地方負担分は地方財政措置されている。
※児童生徒全員分の端末（予備機を含む）が補助
対象
【入出力支援装置】
視覚や聴覚、身体等に障がいのある児童生徒の障がい
に対応した入出力支援装置（予備機を含む）の整備
を支援
・補助率：10分の10

文部科学省

宮崎県(基金)

市町村

＜基金のイメージ＞

基金造成経費を
交付

補助金交付

公立学校情報機器整備支援事業

一人一人の学習の状況に応じる新たな学習環境としてＡＩ教材を導入し、効果的に活用することにより、児童
生徒の学びに向かう力を育む。

目的

概要

学びに向かう力を育むＡＩ教材活用事業

令和７年度～令和８年度事業期間

教育委員会

⑴ 事業内容
① 自分の学びを調整していく力が身に付くＡＩ教材
の導入（小学５年生と中学２年生を対象）
ア ＣＢＴ方式による学習確認テスト
※ＣＢＴ･･･コンピュータ上で実施されるテスト
・単元（学習のまとまり）ごとのテスト実施、
自動採点やＡＩによる分析

イ 学習確認テストに連動したデジタルドリル
・学習確認テストの分析結果に応じた補充問題
や発展問題の提供

② 効果的な活用のための義務教育課ポータルサイト
の開設
・効果的な活用方法や子どもの学びの好事例発信

⑵ 事業の仕組み
① 県 民間企業 ② 県委託

デジタル
ドリル

CBT方式
による
学習確認
テスト

授業

デジタル
ドリル

小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３

全国
学力・学習
状況調査

デジタル
ドリル

CBT方式
による
学習確認
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ＡＩ教材の効果的な活用と子どもが主体となる
授業実践により、学びに向かう力を育む
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犯罪情勢と警察の取組

２ 令和６年の主な特徴
(1) 特殊詐欺等の発生状況

(2) 自転車盗難の発生状況

１ 刑法犯認知件数・検挙件数・検挙率の推移
刑法犯認知件数は、令和３年までは減少傾向

にあったが、令和４年に増加に転じ、令和６年
も増加（＋62件）した。

特徴としては、特殊詐欺が、３年連続で増加
するとともに、ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺が
急増した。また、自転車盗難被害が全体の28％
（1,216件）を占めている。

（件数） （％）

○特殊詐欺
被害件数：74件（＋22件）
被害額 ：２億235万円（－1億5,573万円）

○ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺
被害件数：81件
被害額 ：８億9,924万円

被害件数：1,216件（＋95件）

○主な被害場所 駅駐輪場 ：409件（33.6％）

一般住宅等：385件（31.7％）

○被害者の区分 中・高校生：629件（51.7％）

○施錠状況 無施錠 ：925件（76.1％）

1 特殊詐欺等の対策

２ 自転車盗難対策
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○自動通話録音機の貸し出し

○コンビニ業者等の関係事業者との
連携強化

○高齢者を中心とした固定電話の国際
電話利用停止手続の周知・促進

○自転車盗難防止モデル校の指定

○駐輪場における施錠状況の点検

自動通話録音機

ｺﾝﾋﾞﾆｻﾎﾟｰﾄﾎﾟﾘｽの運用

自転車盗難防止モデル
校の指定書交付式

自転車の施錠点検

取組

警察本部犯罪情勢

目的

概要

交通事故の現状と抑止対策
警察本部

発生件数が減少傾向で推移する中、歩行者が被害者となる交通事故は依然として発生しており、横断歩道
に係る交通ルールの啓発・交通指導取締り等により歩行者保護対策を推進する。

１ 交通事故の現状
令和６年中の発生件数は2,703件で、令和５年より大きく減少(-785件)し

たが、死者39人中16人(41.0％)が歩行者で、その内５人が横断歩道横断中
の事故であるなど、未だ歩行者保護意識が定着したとは言いがたい。

モデル横断歩道

反射材配布

２ 抑止対策
(1) モデル横断歩道の指定

過去に横断歩行者の事故が発生した横断歩道や通学路で信号機のない横
断歩道59か所をモデル横断歩道に指定し、運転者及び歩行者双方に対する
交通安全教育、交通指導取締り、交通安全施設の整備等を効果的に推進し
て、歩行者事故の一層の減少を図る。

(2) 横断歩行者等妨害違反の取締り
モデル横断歩道を中心に、横断歩行者妨害等違反の交通指導取締りを推

進する。
(3) 反射材の着用啓発

夜間の歩行中死者の割合が高く、平成30年以降の歩行中死者はいずれも
反射材非着用であった実態を踏まえ、高齢者を中心に反射材を配布し、着
用を啓発する。

四輪車
17人

二輪車 3人軽車両 3人

歩行者
16人

令和６年中死者の内訳（39人）

高齢者
11人

横断歩道上
５人

ｰ21ｰ


